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中国における劇場的法律観に関する補論

―「劇場的法律観」から「劇場的法システム」へ―
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The addendum of theatrical law thought in China: Upgrade from “theatrical law thought” to “theatrical law system”
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Abstract
One of the study techniques of the Sociology of law is a technique for finding a concept of a new law. In this study, it is pointed out 
that Chinese “law” is different from “law” of Western countries. The author referred to “The essay of theatrical law thought in China 
whose theme is on Zhang Xiao-Li” case, and also “Unseen rule in Chinese society” written by Takanori Kato. However, this past re-
port has a point lacking. This paper is the addendum to make up for that lack. The conclusion of this paper is China has “Closed law” 
and must not trust Chinese “law”, and there is a function to deceive the people. This paper assumes it as a whole, the Chinese “law” 
is modeled as “The phenomenon in the theaters”.

Key words
sociology of law, Chinese law, structure of law, Chinese society, 
law different from the modern times

1.  前稿の概要と問題の所在

　法社会学の研究方法の一つに、「常識的ないし伝統的な

法の概念を批判してあたらしい法の概念を求める」手法

がある（千葉， 1970: p.282）。これまでこのような研究の

成果として中華人民共和国（以下「中国」という）にお

ける「法」は、いわゆる西側諸国のいう「法」とは異なっ

ているという指摘が何度もなされてきた。筆者も「中国

における劇場的法律観という試論――加藤隆則著『中国

社会の見えない掟』に描かれた張暁麗事件を素材にして」

（高橋（2016a）．以下「前稿」という）という論考で、中

国で起こる法的現象は劇場の中の出来事としてモデル化

できるのではないかということを示しことがある。前稿

で示した内容を要約すると以下の通りである。

• 中国で起こっている法的現象は、「一般市民（以下「民」

という）」を「劇場における観客」とし、「為政者（以下「官」

という）」を「劇場における演者」とした場合の「劇場」

としてモデル化ができる。つまり、「民」（劇場におけ

る観客）から拍手をされるような「演劇」（様々な国家

活動）ができればそれでいいのであり、「民」には見え

ない「官」のみの世界（劇場における楽屋）では何が

起こっていてもかまわないということになっている（前

稿 p.98）。
• 「劇場」で「演劇」を行い、「観客」を呼ぶには「広告」

も必要であり、そのため「民」に対して聞こえのいい

宣伝文句（スローガン）を並べる。この中には、実際

には演じるつもりすらないような「誇大広告」もある（例

えば、前稿 p.98では公平正義を守っていない役人が、「公

平正義を守る」と述べている例を挙げている）。しかし、

全てが「誇大広告」では、「観客」もそんな「演劇」が

できるわけはないと気づき、「広告」の効果が薄れてし

まう。そこで、「誇大広告」はほどほどにしか出ない（前

稿 pp.98-99）。このため、一部には守るつもりもないス

ローガンが出るが、それは全てではない。

• 中国の法的な現象が、「劇場内の現象」と同質とすると、

「法律」は「演劇の台本」に相当する。中国法に関する

先行研究では、中国では超法規的な現象が起こること

を既に認めており、それは①政策の法源性、②敵・味

方の理論、③非ルール的法といった理論で理論的説明

を行っている（前稿 p.100）。
• ①政策の法源性とは、中国では政策にも法的効力が

あり（福島， 1966: p.27; 高見澤， 1990: p.104; 季， 2001: 
p.26)、しかも政策が法律より優先されるということで

ある（田中（編）， 2011: pp.9-10; 高見澤・西， 2004: p.297)。
これは原則として「法律」という「台本」通りに「演

劇」は進行していくが、上演中に「舞台監督」（中国の

国家首脳や中国共産党幹部に相当する）がより「観客」

が満足するような「演出」をとっさに思いつき、「台本」

を書き換えずに「舞台監督」が、「楽屋」で「口頭」で「演

劇」内容の変更を指示することに相当する（前稿 p.100）。
• ②敵・味方の理論とは、中国では、「人民（＝中国共産

党に賛同する者）（西村・国分， 2009: p.108）」以外に

は一切の権利を認めず、人民以外の者には非法的・暴

力的な対応を行い、法的保護が一切受けられないとい

う理論である（周， 2011: p.14; 土屋， 2012: p.138; 石塚， 
2004: pp.20-22; 甲斐・劉， 2011: p.16）。「劇場」で、「観客」

の中には上演中の「演劇」を妨害する者がまれにいる。

「演劇」を妨害するため「劇場」内で不審な行動をした

場合、「劇場」の警備員に咎められ楽屋へ連れていかれ

る。すると、「観客」だったにも関わらず、連れていか

れた「楽屋」という「他の観客には見えない」場所で

法律によらない行為が許されるようになる。つまり「演

劇」を静かに見ている者は、最後まで「観客」でいら

れるが、途中で「演劇」を妨害しようとすると、「観客」
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も「楽屋」という「超法規的現象が起こる場所」に連

れていかれる。このように敵・味方の理論も劇場的モ

デルの一部となる（前稿 p.100）。
• 舞台袖から音もなく「演劇」を妨害しようとする場合

は他の「観客」も騒然とはしないが、「上演」中に「観

客席」から大きな声で「演者」に対する罵声を投げか

けるような妨害の場合、劇場の警備員が急いで静止に

入っても手遅れとなる。このため、他の「観客」も出

演中の「演者」に問題があるのかもしれないと疑念を

持つ場合がある（前稿 p.100）。
• ③非ルール的法とは、制定法があってもそれを根拠に

した裁判は行わず、立法者自身の判断によって裁きが

進み、その結果こそが制定法に取り込まれるという「法」

の発想である（寺田， 2007: pp.77-85; 鈴木， 2013: p.18; 
寺田・王・櫻井・森川・高見澤・坂口・鈴木， 2014: p.51, 
pp.64-65）。「劇場」においては、「演者」がより「観客」

が喜ぶ「アドリブ」を思いつき、実行することがある。

そしてこの「アドリブ」の評判がよければ、この「ア

ドリブ」は次の公演時には「台本」の中にも取り込ま

れる。これは、非ルール的法と構造を同じにする。こ

の「アドリブ」は「演者」が自分で思いついて実行す

ることもあれば、舞台袖にいる「舞台監督」が思いつ

き、アイコンタクトなどで「演者」に伝えることもある。

すなわち、口頭ですらない「上演」内容の変更である。

この点が政策の法源性と異なる点である（前稿 p.100）。
• 「劇場」や「一座（中国政府や中国共産党に相当する）」

の目的は「観客」を喜ばせて人気を取り、「一座」が解

散しないようにすることである（前稿 p.102）。

　前稿では上記のように述べたわけだが、残念ながら前

稿で述べた内容には若干モデル化がうまくいっていない

点があったと現在の筆者は考えている。それは、「法律」

を「劇場における台本」に相当するとした点と、「政策」

を「『舞台監督』が、『楽屋』で『口頭』で『演劇』内容

の変更を指示すること」とした点である。「法律」や「政策」

の内容は一般的に公開されている。しかし、「劇場におけ

る台本」や「舞台監督の楽屋での指示」は、「観客」が知

るはずもない。この点において、前稿で述べた内容は、「中

国における法的現象」を「劇場」としてモデル化するこ

とを完全に成功しているとは言い難いのではないだろう

か。また、中国では既に知られている「非公開の法」に

ついても言及していなかった（小口， 2003: pp.v-vi, p.115）。
　本稿は、これら前稿の欠点を修正し、不足を補うため

の補論である。なお、本稿で「法」というときは、「国家

機関が何らかの強制力を働かせる根拠となる規範」を意

味し（1）、「法律」というときは「立法機関で可決された活

字としての規範」を指すものとする。

2.  中国における「真の法」

　中国においては、「非公開の法」が存在するということ

は既にいくつかの先行研究により指摘されている。本章

では、この「非公開の法」を素材に前稿で述べたことの

訂正を行い、その上で「政策」についても再考したい。

2.1  「非公開の法」に関する先行研究

　「非公開の法」とは、文字通り一般人には窺い知れない

が、政府サイドはそこにどのような内容が規定されてい

るか知っているという「法」である。先行研究では小口

（2003: pp.v-vi, p.115）が明確に中国には非公開の法が存在

しており、当該非公開の法により刑事処分が決定してい

ることに言及している。

　また、高橋（2016b: p.99）も、中国では公開されてい

る法だけでは説明不可能な法的現象が起こっており、非

公開の法が存在すると考えざるを得ないと指摘している。

中国では政策にも法的効力が認められ、さらに政策が法

律よりも優先的に適用されているにも関わらず、「紅頭文

件」と呼ばれる外部には公開されない政策文書が存在し

ている（唐， 2001: p.31）。法的効果を持つ政策が非公開

にされている具体例は現実に存在しており、その事例は

高橋（2016c: p.94 の註 11）で具体的に言及している。も

ちろん、このような「非公開の法」に対しては、「はた

して法と呼べるのか、法の形容矛盾ではないのか」とい

う批判もある（小口， 2003: p.87）。また、「法とは、個々

の行為をどのように行わなければならないかを公示する

ものである」とも言われ、「法」は「公示」（すなわち公

開）されていなければならないとされている（ホッブズ， 
2016: p.268）。
　しかし、1. でも述べたように。中国の「法」は、西側

諸国のいう「法」とは異なっているという指摘が今まで

なされてきた。この観点からすると、「法が公開され、国

民にその内容が周知されている必要がある」という要請

は、西側諸国にとっての「法」理論であり、中国では必

ずしも全ての法が公開されている必要はないのではない

かと言うこともできよう。

2.2  中国という「劇場」における「台本」

　2.1 で述べたように、中国には「非公開の法」が存在し

ていることが知られている。そして、この「非公開の法」

を含めた「法」が様々な国家活動の根拠となる「真の法」

であり、この「非公開の法および公開されている法律を

合わせた規範」こそが中国を「劇場」と、様々な法的現

象や国家活動を「演劇」と見立てた場合の「台本」に当

たると言える。1. で述べたように、「劇場における台本」

は一般的には「観客」には公開されていない。そのよう

に考えると、「非公開の法」というの「真の台本」の一部

が一般に公開されていないことは、正に中国という国家

が「劇場」という形でモデル化できる重要なポイントと

なるように思える。

　ところで、ここで重要なのは、あくまで「非公開の法

および公開されている法律を合わせた規範」が中国にお

ける「真の法」であるとする点である。つまり、中国で

は法律の条文通りに国家活動がなされている部分が大部

分であり、「非公開の法」は全ての場合に及んでいるわけ

ではない。そのため、公開されている法律の大部分は、
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国家活動の根拠となっている。

　「劇場」において、その大部分が「演劇」の内容に合致

しており、「観客」に公開されている活字というのは、「演

劇のパンフレットに書かれている演劇の内容の概要」で

ある。すると、中国を「劇場」にモデル化した場合の「法律」

とは、この「演劇のパンフレットに書かれている演劇の

内容の概要」に相当すると言えるのではないだろうか。

　なお、一般的に「パンフレット」には「演劇の内容の結末」

までは書かれていない。そして、中国では全国人民代表

大会またはその常務委員会で立法作業が行われても、詳

細な規定を欠く場合があると指摘されている（高見澤， 
1998: pp.96-97）。これはまさに中国における「法律」は「詳

細な法的効果」を明確にしておらず、「『観客』が最後ま

で『演劇』を見ないと結末は分からない」状態に相当し

ていると言える。また、中国ではしばしば裁判などでも

法律の条文通りの結果が出ないことがある（小口， 2003: 
p.vi; 高橋， 2016d: p.308)。その意味では条文上、法的効果

は分かっていても、必ずしもその通りの効果が得られる

とは限らないと言える（その意味では、やはり「パンフレッ

ト」上に「演劇の結末」は書かれていないと言える）（2）。

2.3  「法律」を修正する「政策」

　「法律」が「パンフレットに書かれている演劇の内容の

概要」に相当すると考えると、法律より優先的効力が認

められている「政策」は、「パンフレットに書かれている

演劇の内容の概要に対する訂正表」に相当すると言える

ように思われる。中国で、なぜ政策が法律よりも優先適

用されるのかと言うと、先行研究は以下のように説明し

ている（3）。中国は非民主主義国家であるので法律を制定・

改正をしても、それに基づいた国家運営に失敗するわけ

にはいかないのである。民主主義国家で法律作成や国家

運営に失敗したとしても、それは最終的には議員を選ん

だ国民の責任となる。しかし、中国での社会運営の失敗

は中国共産党の「統治の正統性の揺らぎ」という問題に

直結する（寺田他， 2014: p.92）。そのため、法律作成の案

や法律の改正案があった場合、それをまず一地方で政策

の形で実行し、社会運営（この場合、「一地方」が対象と

なるので「国家運営」ではなく「社会運営」となる）の

実験を行ってみる。そして、社会運営の実験が成功だと

判断された場合に、全国人民代表大会（議会）に持って

いき法律にする（陳（編著）， 1986: p.44; 修（主編）， 1993: 
p.148（4））。これが簡単な中国における「法律」の作成手

順である（5）。そのため、「法律」は中国全土に適用され

る原則的なルールではあるが、新しい実験が始まった場

合、実験施行地方という一地方のみ局所的にみれば（一

地方のみではなく、中国全土で同時に「新しい実験」を

行う場合もある）、実験のために新しい「政策」が優先さ

れるというメカニズムが働くのである。このような法律

と政策の関係を見ると、「法律（パンフレットに書かれて

いる演劇の内容の概要）を上書きすることができる」、「一

般に公開されている」、「内容がよかったと判断された場

合に、後に正式な法律（パンフレットに書かれている演

劇の内容の概要）となる」といった特徴が政策にはあり、

これはまさに劇場における「パンフレットに書かれてい

る演劇の内容の概要に対する訂正表」に相当していると

言えるだろう。つまり、「非公開の法および法律」という「台

本」通りに基本的に演劇は進行していくが（「法律」とい

う「配布されているパンフレットに書かれている演劇の

内容の概要」のみ観客は知っている）、上演前もしくは上

演中に「舞台監督」が「観客」が満足するような「演出」

をとっさに思いつき、「パンフレットに書かれている内容

を訂正する旨の訂正表」を劇場内で配布するのである。

これが「政策」に相当する。

　前稿では、「政策」を上演中に「舞台監督」がより「観

客」が満足するような「演出」をとっさに思いつき、「台本」

を書き換えずに「舞台監督」が、「楽屋」で「口頭」で「演

劇」内容の変更を指示することに相当すると述べた。し

かし、「政策」は基本的に公開されている（2.1 で述べた「紅

頭文件」のような非公開の政策も存在するが、これは「非

公開の法」として扱う）。「舞台監督」が「楽屋」で「口頭」

で「演劇」内容の変更を指示すると「観客」には分から

ない形での「演劇」の内容変更となる。この「舞台監督」

が「楽屋」で「口頭」で「演劇」内容の変更を指示すると、

それを「観客」は知ることができないという点を見落と

していた点が、前稿の誤りであったと言える。

3.  いくつかのまとめ

　本章では、2. で述べたことを踏まえて、いくつかのま

とめを行いたい。

3.1  前稿の内容と合わせての総括

　ここまでで、「法律」と「政策」について前稿で考察し

た内容を検討し直し、訂正を行った。しかし、中国で「法律」

を超越するメカニズムには、まだ敵・味方の理論、非ルー

ル的法がある。しかし、これら二つの法律を超越するメ

カニズムには、特に訂正は必要ないと考える。そして、

前稿で述べたことと合わせると、中国の「法」は以下の

ようにモデル化することができると言えるように思われ

る。ここでは、前稿で述べたことと合わせての全体を総

括する意味も込めて、1. で述べた内容とも重複して述べ

る。

　まず中国の「国民」は政府サイドである統治者として

の「官」と政府によって統治される被統治者としての「民」

に分かれると考える。そして、「民」を「劇場における観

客」とし、「官」を「劇場における演者」とすれば、中国

の国家運営は「劇場内での現象」としてモデル化できる。

つまり、「民（劇場における観客）」から拍手をされるよ

うな「演劇（様々な法的現象や国家活動）」ができればそ

れでいいのであり、「民」には見えない「官」のみの世界（劇

場における「楽屋」）では何が起こっていてもかまわない

ということである。当該「演劇」は当然に原則として「台

本」通りに進行していく。しかし、「台本」は「観客」に

は公開されておらず、「観客」が分かっているのは「配布

されたパンフレットに書かれている演劇の内容」のみで
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ある。この「配布されたパンフレット」のように「観客」

が「演劇」の内容を知ることができる活字形式の情報が、

「法律」である。しかし、当然に「台本」と「パンフレッ

トに書かれた演劇の内容」はその大多数が同じなのであ

るが、異なる点が若干存在する。この「台本」と「パン

フレットに書かれた演劇の内容」が異なる部分が「非公

開の法」である。その意味では、「演劇の台本」は「非公

開の法および公開されている法律を合わせた規範」とい

うことになる。

　また、「パンフレット」が配布された後で「舞台監督（中

国の国家首脳や中国共産党幹部）」が「演劇」の内容の若

干の変更を思いつくことがある。その場合、急いで「観客」

に「パンフレットに書かれた演劇の内容を変更する旨の

訂正表」を配布する。そして、当該急遽変更した「演劇」

が好評だった場合には、次回からその変更した演劇の内

容は最初から配布する「パンフレットに書かれた演劇の

内容の概要」に反映されている。この「パンフレットに

書かれた演劇の内容の概要を変更する旨の訂正表」が中

国における「政策」であり、「当該訂正表の内容が反映され、

書き直されたパンフレット」は、「政策が反映されて改正

された法律」に相当する。

　また、中国では、敵・味方の理論と呼ばれる中国共産

党に賛同する者以外には非法的・暴力的な対応を行い、

法的保護が一切受けられないという人権論を採用してい

る。「劇場」内の「観客」の中には上演中の「演劇」を妨

害する者がまれにいる。劇を妨害をするため「劇場」内

で不審な行動をした場合、「劇場」の警備員に咎められ「楽

屋」へ連れていかれる。すると、「観客」だったにも関わ

らず、連れていかれた「楽屋」という「法律の範囲外の

場所」で法律によらない行為が処置が行われるようにな

る。このため、「演劇」を静かに見ている者は、最後まで「観

客」でいられるが、途中で「演劇」を妨害しようとすると、

「観客」も「楽屋」という「超法規的現象が起こる場所」

に連れていかれる。しかし、「観客席」から大きな声で「演

者」に対する罵声を投げかけるような妨害がなされた場

合、「劇場」の警備員が急いで静止に入っても、他の「観

客」も出演中の「演者」が実は「名優（清廉潔白な「官」

に相当する）」ではなく、また当該「演劇」も「名芝居（大

多数が満足する政治）」ではないのかもしれないと疑念を

持つこともある。これが「中国で報道されてしまった官

の不祥事」である。

　さらに、「劇場」においては、「演者」がより「観客」

が喜ぶ「アドリブ」を思いつき、実行することがある。

そしてこの「アドリブ」の評判がよければ、この「アド

リブ」は次の公演時には「配布されているパンフレット」

にも紹介されることになる。これは、制定法があっても

それを根拠にした裁判は行わず、立法者自身の判断によっ

て裁きが進み、その結果こそが制定法に取り込まれると

いう「中国における非ルール的法」という指摘に相当する。

　また、「劇場」で「演劇」を行い、「観客」を呼ぶには「広告」

も必要であり、そのため「民」に対して聞こえのいい宣

伝文句（スローガン）を並べる。この中には、実際には

演じるつもりすらないような「誇大広告」もある。しかし、

全てが「誇大広告」では、「観客」もそんな「演劇」がで

きるわけはないと気づき、「広告」の効果が薄れてしまう。

そこで、「誇大広告」はあまり多くは出さないようにする。

このため、全てではないが一部には守るつもりもないス

ローガンが出ることがある。

　「劇場」や「一座（中国政府や中国共産党）」の目的は「観

客」を喜ばせて人気を取り、「一座」が解散（中国共産党

政権の崩壊に相当する）しないようにすることである。

そのため、「どのような演劇を行って観客を喜ばすか」で

はなく、「観客が確実に喜ぶ演劇を模索する」ことにもな

る。

3.2  「劇場的法律観」から「劇場的法システム」へ

　前稿 p.88 や p.92 では、「中国政府あるいは中国共産党（以

下、単に「政府あるいは党」という）にとっての法律観

を探る」としてきた。その結果、前稿では政府あるいは

党にとっての「法」は「劇場内での現象」と同じ構造になっ

ていると述べた（前稿 p.98）。
　しかし、本稿が明らかにしたように、中国の「法」は、

単に「政府あるいは党がどのように考えているか」とい

う枠を超えているように思われる。すなわち、「非公開の

法」によって、「法律（配布されたパンフレットに掲載さ

れている演劇の内容の概要）」だけを知っていても真の国

家運営のための規範（演劇の「真の台本」）は分からない

ということであり、これは「観客」に「このような演劇

が見れる」と期待させながらも、演劇が始まると「異な

る内容が演じられる」ということが起こる可能性がある

ということである。いわば「パンフレット（法律）」によっ

て「観客（民）」が騙されるという構造を持っていると言

える（6）。言い換えると、中国では「法律」に民衆を欺罔

に陥らせるという機能が少なからずあるという言い方も

できる。

　その意味では、これまで論じてきた中国の国家運営を

「劇場」としてモデル化する論は、「劇場的法律観」では

なく「劇場的法システム」と呼ぶべきであるように思わ

れる。

4.  結びにかえて

　本稿は、前稿で若干誤っていた点と不足していた点を

穴埋めするべく前稿の補論として論を進めてきた。その

結果、前稿では「劇場における台本」を「法律」と捉え

ていたが、「配布されたパンフレットに書かれている演劇

の内容の概要」と捉えることで、「観客」に対して公開さ

れているかをも含めてモデル化が成功したと考えられる。

この公開されているか否かをも含めてモデル化できたと

いう点は、前稿で「『楽屋』で『口頭』での『演劇』内容

の変更を指示」と捉えた「政策」を、「パンフレットに書

かれている内容を訂正する旨の訂正表」と捉え直した点

でも同様である。そして、前稿では言及していなかった

非公開の法も当該「劇場的法システム」に取り込んでモ

デル化することに成功した。
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　これで、管見の限り先行研究が指摘している点全てを

取り込んだ「劇場的法システム」を提示することに成功

したと思われる。中国には「非公開の法」があると先行

研究は指摘しており、中国の国家運営を実際におこなっ

ている「法」には、非公開の法が含まれていると本稿は

指摘した。すると、次の作業は、なるべく多くの事例を

分析し、中国における「真の法（劇場における台本）」を

推測していくという作業が必要になると言える。

注
（1） 法と道徳の差異を考えるとき、「強制力による制裁が存

在するかどうかに、区別の根拠」があるとも言われて

いる（伊藤・加藤， 2005: pp.16-17）。
（2） 中国の法が予測可能性を否定していることは既に高橋

（2016d: p.311）が指摘している。
（3） 以下の内容は、高橋（2016e: pp.186-187）でも同様に述

べている。
（4） また、「中国では、建国以降、『成熟したものを制定する』

［成熟一条、制定一条］との立法方針、すなわち［経験

立法］の立場が採られていた」とも表現される（坂口， 
2001: p.1230）。

（5） 「中国の立法の仕方は、一定の政策的なものを、とり

あえず試行し、その際様々な問題が出てきたらその解

決としてルールづくりを行ない、最後に法律の形で制

定するというシステムになっている」とか（李， 1999: 
p.128）、「具体的展開において、①中国共産党の政策が、

いわゆる『試点』として、特定の地域、部門に限定し

て進められる。②一定の成果が認められれば、地方法

規として具体的な法令を定め、さらにその政策が推し

進められる。③ これが中央で認められると、国務院が

行政法規を制定し（詳細は定められない場合が多い）、

全国的に施行される。④各地方での成果により、全人

代または全人代常務委で立法が行われるが、これも詳

細は定めず、具体的問題に対する柔軟性を残しておく。

⑤ さらに施行の過程で、徐々に細則を定めていき、こ

れを繰り返すことにより、ある一定の分野の法体系を

形成していく」とも表現される（山下， 2003: p.10）。さ

らに「法は政策の具体化、条文化」、「法が党の政策に

もとづいて制定される」とも言われる（福島， 1966: p.27, 
p.30）。

（6） 事実、小口（2003: p.vi）も「どうしてこのような判決

が出るのか理解できない記事に際会し、帰宅後たまた

ま書棚で見つけた手冊の中のある規定によってこの疑

問が氷解したのであるが、その手冊というのは奥付に

『内部』という文字の付されている文献であった」と述

べ、公開されている法のみでは理解不能な判決が出て

いること（「劇場」上の比喩で言えば「パンフレットに

騙されている状態」）に言及している。
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